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猿払村 入札参加資格審査 申請書類の記載方法 

 

 

 

猿払村における入札参加資格審査申請に必要な申請書類は次のとおりです。申請書類等

に不明な点がある場合は猿払村建設課土木建築係（01635-2-3135）に照会の上、間違い

のないようにしてください。 

 

 

第１ 建設工事等競争入札参加資格審査申請書（様式１） 

 

１ 記入例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 記載要領 

 （１）受 付 番 号 … 猿払村で記入します。申請者は記入する必要はありません。 

（２）年 月 日 … 申請書の提出年月日を記入してください。 

（３）あ て 先 … 猿払村長 伊藤 浩一 と記入してください。 

（４）所 在 地 … 法人は本店の、また、個人はその本拠となっている住所を記入 

してください。 

（５）商号・名称 … 法人は登記されている商号を、また、個人は登録している名称

を記入してください 

（６）代 表 者 … 法人は代表する役職名と氏名、また、個人は戸籍上の氏名を記

入してください。（押印は必要ありません。） 

（７）電 話 番 号 … 代表する電話番号を記入してください。 

様式 １

様

所 在 地

商号又は名称

代 表 者

電 話 番 号

猿払村 所管に係る建設工事等の入札に参加したいので、指定の書類を添えて資格審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類の記載事項は、すべて事実と相違ないことを誓約します。

※　受　　　付　　　番　　　号

建設工事等競争入札参加資格審査申請書 建設 工事

設 計 等

令和　８　年　１　月　13　日

猿払村長　　伊 藤　　浩 一　　

宗谷郡猿払村鬼志別西町172番地１

猿払建設株式会社

代表取締役　猿払　太郎

０１６３５－２－３１３１



第２ 総合評定値通知書（経営事項審査結果通知書）の写し（様式２）  

 

 

 建設工事の資格を希望する場合は、下記の書類を必ず提出してください。 

 

・総合評定値通知書（総合評定値（Ｐ点）が記載されているもの）の写し 



第３ 工事（事業）経歴書（様式３） 

 

 １ 建設工事の資格を希望する場合 

経営事項審査申請書又は決算報告書に添付した工事経歴書（様式第二号・申請者用）

の写しを直前２年度決算分提出してください。 

 

２ 設計等の資格を希望する場合 

 

（１）記入例 

 

（２）記載要領 

① 設計等の資格を希望する場合についてのみ、直前１年度決算分の事業経歴書を 

希望する種別ごとに未成事業を除いて別葉で作成してください。 

また、経歴書の種別計に必ず合計件数と請負代金の合計額を記入してください 

② 請負代金の合計額は、消費税相当額を除いた事業高を集計してください。 

③ 配置技術者氏名は、記入する必要はありません。 

④ 種別の区分は、（測量、地質調査、土木設計、建築設計、技術資料及び道路清 

掃の６種別）です。 

※役務で申請する場合は上記以外の種別（除雪・運搬・点検等）で記載してく 

ださい。 

⑤ 種別ごとの請負代金の合計額は、それぞれ希望する種別の付票中「当該直前１ 

年（決算期）間の事業高」欄に転記してください。 

⑥ 道外業者で独自に作成した事業経歴書がある場合、この様式の内容が備わって 

いれば、それをもって代えることができます。 

様式 ３

（種別 ） （単位：千円）

うち（ ）

令和 5 年 4 月

令和 5 年 6 月

令和 5 年 5 月

令和 5 年 8 月

令和 5 年 7 月

令和 5 年 12 月

令和 5 年 5 月

令和 5 年 11 月

令和 5 年 8 月

令和 5 年 12 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

5件 39,000種 別 計

宗谷総合振興局 元請
広域農道宗谷北部
道路敷地用地測量

北海道 7,000

猿払工務店 下請
所有地現況平面図
調査復元業務

北海道 2,000

猿払村 元請
猿払村鬼志別地区
地籍調査測量

北海道 15,000

稚内建設管理部 元請
猿払川改修工事
用地測量

北海道 5,000

稚内開発建設部 元請 国道２３８号線調査測量 北海道 10,000

工　　事 （ 事　　業 ） 経　　歴　　書

測量

注 文 者
元 請 又 は
下 請 の 区 別

工 事 （ 事 業 ） 名
工 事 （ 事 業 ） 場 所
の あ る都 道府 県 名

配 置 予 定
技 術 者 氏 名 完 成 又 は 完 成 予 定 年 月 日

請 負 代 金 の 額 着 工 年 月



第４ 工事経歴書集計表（様式３の２） 

 

 １ 記入例 

 

 ２ 記載要領 

（１） 建設工事の資格を希望する場合についてのみ作成してください。 

（２） 直前２年度決算分の工事経歴書に基づき作成してください。 

様式 ３の２

（建設工事のみ） （単位：千円）

経 審 対 象 建 設 業 基 準 決 算 以 前 の 決 算 基 準 決 算 備 考

土木一式工事 4,764,023 4,577,810

建築一式工事 1,141,812 968,375

電気工事 85,448 48,529

ほ装工事 43,199 33,188

管工事 152,928 137,032

しゅんせつ工事 22,528 23,909

造園工事 50,475 39,755

水道施設工事 96,128 0

その他 8,720 59,266

合 計 6,365,261 5,887,864

工 事 経 歴 書 集 計 表



第５ 技術者名簿（様式４） 

 

 １ 記入例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 記載要領 

（１） 建設工事と設計等に関わる、道内の本店、支店、営業所等に勤務する技術者に 

ついて、令和８年１月１日現在で作成してください。 

なお、道内に勤務し、資格を有する役員も含みます。 

（２） 建設業法第７条第２号イ・ロ・ハに規定する主任技術者、測量法、技術士法、 

建築士法その他許可・登録等に関して関係省庁が有資格者に相当するものとして 

指定する有資格者について作成してください。 

なお、法令による免許等を有していなくても、実務経験により技術職員として 

勤務する方も併せて記入してください。 

（３） 「建設業監理技術者資格者証交付番号」欄は、当該資格者証の交付を受けてい 

る方について、その交付番号を記入してください。 

（４） 道外業者で道内に支店・営業所等（受任事務所）を有しない場合は、道内での 

稼働予定技術者について作成してください。 

（５） 道外業者が独自に作成した技術者名簿がある場合、この様式の内容が備わって 

いれば、それをもって代えることができます。この場合、道内関係分については 

欄外に○印を付するなど明確に区分してください。 

 

 

 

様式４

許可番号 （般 － 6 ） 第 3622 号
所

在

地

（種別：建設工事・設計等）

学 校 名 専攻学科 取得年月日 名　称 取得年月日 名　称 取得年月日

55 猿払大学 建築 第 1234 号 30 年

50 猿払専門学校 土木 第 2345 号 30 年

45 猿払高校 土木 第 号 25 年

第 号 年

第 号 年

第 号 年

第 号 年

第 号 年

第 号 年

第 号 年

第 号 年

第 号 年

第 号 年

第 号 年

第 号 年

【建設工事を希望する場合の注意事項】
１　この名簿は、建設業法第７条第２号イ・ロ又はハに該当する主任技術者及び技術職員として勤務する者全てについて作成してください。

２　この名簿は、道内の本店、支店、営業所等に勤務する主任技術者及び技術職員についてのみ作成してください。

３　入札参加を希望する各発注機関に対し、「入札参加申請書」と併せてこの名簿も提出してください。

４　発注機関にこの名簿を提出後、技術者に増減（新規採用、転退職等）又は免許・資格等に変更があった場合には、「競争入札参加資格審査申請書変更届」に、新た

　　に「技術者名簿」を作成し直したうえ、それぞれの発注機関に提出してください。

猿払　二郎 １級土木施工管理技士 平成○年○月○日

猿払　三郎 ２級土木施工管理技士 令和○年○月○日

経験
年数名　称 取得年月日 名　称

猿払　一郎 １級建築士 昭和○年○月○日

技　　術　　者　　名　　簿（道内関係分）

知事 猿払村 商号又は名称 猿払建設株式会社

氏　　名 年齢
最 終 学 校 法　　　令　　　に　　　よ　　　る　　　免　　　許　　　等 建 設 業 監 理

技 術 者 資 格 者 証

交 付 番 号



第６ 代表者身分証明書（様式５）（個人のみ） 

 

 １ 申請者が、個人の場合にのみ提出してください。 

 ２ 申請者の住所を管轄する市区町村長が発行する身分証明書です。 

 ３ 申請時３ヶ月以内のもので、原本又は写しのいずれかを提出してください。 

 

第７ 登記事項証明書（様式６）（法人のみ） 

 

 １ 申請者が法人の場合にのみ提出してください。 

 ２ 申請時３ヶ月以内のもので、原本又は写しのいずれかを提出してください。 

 

第８ 許可・登録証明書（様式７） 

 

１ 建設業許可通知書の写し 

建設業法により国土交通大臣又は都道府県知事が発行する「建設業許可通知書」 

   をいいます。建設工事の資格を希望する場合は、必ず提出してください。 

 ２ 建設業許可申請書別紙の写し 

建設業許可申請書に添付した別紙一及び別紙二（１）又は（２）をいいます。建 

設工事の資格を希望する場合は、必ず提出してください。(なお、この別紙は別表の 

場合もあります。） 

 ３ 測量業者登録通知書の写し 

測量法により国土交通大臣が発行する「測量法に基づく測量業者としての登録に 

ついて（通知）」をいいます。測量の資格を希望する場合は、必ず提出してくだ 

さい。 

 ４ 建築士事務所登録を証する書類の写し 

建築士法により都道府県知事が発行する「１級、２級又は木造建築士事務所登録 

を証明する書類（登録通知書等）」をいいます。建築設計の資格を希望する場合（設 

備設計のみを業とする者は除く）は、必ず提出してください。 

 ５ その他の登録に係る現況報告書又は登録通知書の写し 

    建設コンサルタント、地質調査業者又は補償コンサルタント登録規定による登録 

を受けている場合の「国土交通大臣の確認印を受けた現況報告書」をいいます。土 

木設計、地質調査又は技術資料の資格を希望する場合で、これらの登録を受けてい 

る方は、写しを提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９ 建設業退職金共済組合等の加入・履行証明書の写し（様式８） 

  

 １ 共済組合等の種類は次のとおりです。 

（１） 建設業退職金共済組合 

（２） 中小企業退職金共済事業団 

（３） 建設業福祉共済団 

（４） その他の共済制度 … 上記（１）から（３）以外で従業員の退職金等に係る

共済制度をいいます。 

 

 ２ 加入している場合は、経営事項審査申請時に使用した「加入・履行証明書」等の写 

しを提出してください。 
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第 10 入札参加資格審査申請書付票の記載要領 

 

 

令和８年度における猿払村の建設工事と設計等の入札参加資格審査申請書付票の記入 

方法について項番の順に説明します。 

なお、各様式付票は猿払村への提出用のほか、控え用が必要な場合は２部提出してく 

ださい。（受理票と合わせて返信用封筒に同封いたします。） 

 

 

《あ て 先》 猿払村 伊藤 浩一 と記入してください。 

《申請年月日》 入札参加資格審査申請書を提出する年月日を記入してください。 

 

１ 建設工事入札参加審査申請書付票（様式９） 

 

 ０１項番 【申請者】 

（１） 本店の所在地、商号又は名称、代表者の職氏名、郵便番号、電話番号、ＦＡＸ 

番号を記入してください。 

    なお、フリガナはカタカナで記入してください。 

（２） 「所在地」欄には市、町、村名（道外業者は都道府県名）から記入してくださ 

い。また、ビルに入居の場合は、入居しているビルの名称も記入してください。 

 

０２項番 【受任者】 

（１） 「受任者」とは、常時建設工事の請負契約を締結する権限を有する本店以外の 

道内の支店・営業所等をいいます。 

 （２） 「請負契約を締結する権限」とは、道内の支店・営業所等が有している建設業 

の許可業種の範囲内で、本店の代表者から支店、営業所等の代表者に常時見積・ 

入札・契約締結について委任されていることが必要です。 

（３） 道内に上記（１）及び（２）に該当する支店・営業所等を有している場合は、 

主な支店・営業所等の１ヶ所について記入してください。 

ただし、道内に建設業の許可を有する支店・営業所等がない場合は、記入する 

必要はありません。 

（４） 「受任者の職氏名」欄は、道内における当該支店・営業所等の代表者を記入し 

てください。 

 

 ０３項番 【連絡先】 

  道内に建設業の許可を有しない支店・営業所等で、主に業務連絡を担当する事務所等

を有する場合について記入してください。 

 

 ０４項番 【許可業種】 

（１） 建設業の許可番号、許可年月日、許可年数、許可業種、経審結果の点数及び前 

回資格について記入してください。 

（２） 「建設業許可年月日」欄は、申請時に有している建設業の許可年月日を許可・ 



登録通知等により記入してください。 

（３） 「許可年数」欄は、建設業の許可（登録）を受けた日から基準日までの通算し 

た年数（１年未満の月数は切り捨て）を記入してください。 

（４） 「特定（許可）」及び「一般（許可）」欄は、申請時に有する建設業の許可業 

種を「特定」又は「一般」の許可区分に従い○印を記入してください。また、０ 

２項番【受任者】欄に記載がある場合は、受任者が有している許可業種について、 

○印の中に△印を記入してください。 

（５） 「総合評定値の点数」欄は、総合評定値通知書（経営事項審査結果通知書）の 

総合評定値（Ｐ点）を業種ごとに記入してください。 

（６） 「前回資格」欄は、猿払村の令和５年度及び令和６年度における入札参加資格

を有している場合には、それぞれの業種欄に○印を記入してください。 

 

 ０５項番 【共済組合等の加入状況】 

（１） 加入している共済組合等について記入してください。 

（２） 「直前１ヶ年の掛金額」とは、直前決算期における直近１年間の掛金額をいい 

ます。 

（３） 経営事項審査申請時に使用した加入・履行証明書等の写しを提出してください。 

（４） 空白欄は、記載している２種類以外の共済制度に加入している場合、その共済 

制度名等を記入してください。 

 

 ０６項番 【決算等】 

（１） 「直前決算」欄は、直前１年の決算期間を記入します。 

（２） 「資本金」欄は、右詰め千円単位で基準日前日の振込済（登記済）資本金を記 

入してください。 

 

 ０７項番 【前回受付番号】 

（１） 前回の資格審査の受付番号又は登録番号・整理番号を記入してください。 

（２） 新規申請者又は番号の通知等を受けていない、番号がわからない場合は記入し 

ないでください。 

 

 ０８項番 【商号又は名称の頭文字】 

（１） 商号又は名称の頭文字１字を「ひらがな」で記入してください。 

（２） 法人の場合は、株式会社等を除いた会社名の最初の１文字です。 

 

 ０９項番 【希望工種・格付等級】 

（１） 「希望工種」欄は、今回入札参加資格を希望する工種に○印を記入してくださ 

い。（【表－１】資格の種類から該当する資格を記載してください。） 

（２） 「前回」欄は、空白のままで結構です。 

（３） 「※今回」欄は、猿払村で記入しますので、申請者は記入しないでください。 

 

 １０項番 【従業員数】 

（１） 令和８年１月１日現在における道内の本店、支店、営業所等に勤務する従業員 

を技術職員と事務職員に区分し、建設業に従事する者のみを記入してください。 

（２） 従業員数には、役員も含みます。 



（３） 道外建設業者で道内に支店、営業所等を有しない場合は、「０」と記入してく 

ださい。 

 

 １１項番 【技術者数（申請者又は受任事務所関係分）】 

（１） 令和８年１月１日現在における道内の本店、支店、営業所等に勤務する職員が 

有する資格ごとの人数を記入してください。 

（２） 「技術者名簿（様式４）」とよく照合の上、記入してください。 

（３） 同一人が２以上の資格を有している場合は、それぞれの資格別に人数を記入し 

てください。ただし、同一資格で１級及び２級の資格を有している者については 

１級として取り扱ってください。 

（４） 技術者数には、道内に勤務する役員も含みます。 

 

１２項番 【監理技術者資格者数】 

（１） 「技術者名簿（様式４）」に記載した技術者のうち、監理技術者資格者証の交 

付を受けている者をいいます。 

（２） 当該資格者証の交付を受けている技術者について業種別に人数を記入し、最後 

に実人数を記入してください。 

なお、同一人が２以上の業種で資格者証の交付を受けている場合は、それぞれ 

業種別に人数を記入してください。 

 

 １３項番 【舗装プラントの所在地（道内のみ）】 

（１） 道内における舗装プラントの所在地を５ヶ所まで記入してください。 

（２） 他社と共有するプラントを有する場合は、その旨を明記してください。 

（３） 郡名を省略して市、町、村名から地番まで記入してください。 

 

【使用印鑑・実印】 

使用印鑑と実印を押印してください。 

 

 １４項番 【鋼橋上部の製作工場の所在地（道内・道外）】 

（１） 鋼橋上部の製作工場を有する場合は、所在地が道内・道外にかかわらず、３ヶ 

所まで記入してください。 

（２） 郡名を省略して市、町、村名（道外所在地の場合は都道府県名）から記入して 

ください。 

 

 １５項番 【消費税に関する申出】 

消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に基づき、「課税業者」又は「免税業者」のい 

ずれかに○を記入してください。 

 

 １６項番【受付】 

猿払村で記入しますので、申請者は記入する必要はありません。 
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２ 設計等入札参加資格審査申請書付票（様式 10） 

 

 ０１項番 【申請者】 

（１） 本店の所在地、商号又は名称、代表者の職氏名、郵便番号、電話番号、FAX 番 

号を記入してください。 

     なお、フリガナはカタカナで記入してください。 

 （２） 「所在地」欄には市、町、村名（道外業者は都道府県名）から記入してくださ 

い。また、ビルに入居の場合は、入居しているビルの名称も記入してください。 

 

 ０２項番 【受任者】 

（１） 「受任者」とは、「測量」及び「建築設計」については、道内の支店・営業所 

等が有している測量業の登録、１級又は２級建築士事務所の登録を受けている範 

囲内で、本店の代表者から支店、営業所等の代表者に常時見積・入札・契約締結 

について委任されている場合に記入してください。 

（２） 「測量」及び「建築設計」以外の種別を希望する方は、上記（１）の権限を委 

任されているかどうかに関係なく、道内に有する支店・営業所等を記入してくだ 

さい。 

（３） 「受任者の職氏名」欄は、道内における当該支店・営業所等の代表者を記入し 

てください。 

 

 ０３項番 【連絡先】 

道内に営業の許可を有しない支店・営業所等で、主に業務連絡を担当する事務所等を 

有する場合について記入してください。 

 

 ０４項番 【申請種別】 

（１） 「希望種別」欄は、今回入札参加資格を希望する種別に○印を記入してくださ 

い。なお、「測量」及び「建築設計」を希望する場合で、０２項番【受任者】欄 

に記載がある場合は、受任者が有している種別の範囲内で○印の中に△印を記入 

してください。 

（２） 「建築設計」を希望する方で、設備設計のみを希望する場合は、◎印を記入し 

てください。 

 （３） 「区分」欄で該当がない場合（役務等での申請の場合）は、空白欄に該当する 

業務を記載してください。 

（４） 「登録番号・年月日」欄は、申請時に有している登録番号及び登録年月日を登 

録通知等により記入してください。 

（５） 「直前１年（決算期）間の事業高金額」欄は、希望する種別ごとの事業高を消 

費税相当額を除いて、右詰め千円単位で記入してください。 

（６） 「当該営業年数」欄は、令和８年１月１日現在において希望する種別ごとの営 

業年数を記入してください。 

なお、「測量」及び「建築設計」を希望する場合で、０２項番【受任者】欄に 

記載がある場合は、受任者における当該営業年数を記入してください。 

（７） 「前回資格」欄は、猿払村の令和５年度及び令和６年度における入札参加資格 

を有している場合には、当該種別欄にそれぞれ○印を記入してください。 



（８） 「合計」欄は、「直前１年（決算期）間の事業高金額」の合計額を記入してく 

ださい。 

 

０５項番 【前回受付番号】 

（１） 前回の資格審査の受付番号又は登録番号・整理番号を記入してください。 

（２） 新規申請者又は番号の通知等を受けていない場合は記入しないでください。 

 

 ０６項番 【商号又は名称の頭文字】 

（１） 商号又は名称の頭文字１字を「ひらがな」で記入してください。 

（２） 法人の場合は、株式会社等を除いた会社名の最初の１文字です。 

 

 ０７項番 【従業員数】 

（１） 令和８年１月１日現在における道内の本店、支店、営業所等に勤務する従業員 

を技術職員と事務職員に区分し、設計等に従事する者のみを記入してください。 

なお、技術職員については、資格の有無を問いません。 

（２） 従業員数には、役員も含みます。 

 

 ０８項番 【技術者・資格者数（申請者又は受任事務所関係分）】 

（１） 令和８年１月１日現在における道内の本店、支店、営業所等に勤務する職員が 

有する資格について記入してください。 

（２） 「技術者名簿（様式４）」とよく照合の上、記入してください。 

（３） 同一人が２以上の資格を有している場合は、それぞれの資格別に人数を記入し 

てください。ただし、同一資格で１級及び２級の資格を有している者については、 

１級として取り扱ってください。 

（４） 建築士については、１級の資格を有している者のうち、構造設計又は設備設計 

の資格を有する者の人数を、それぞれの資格別に内数で記入してください。 

なお、構造設計及び設備設計の両方の資格を有する者についても、それぞれ資 

格別に記入してください。 

（５） 技術者・資格者数には、道内に勤務する役員も含みます。 

 

 ０９項番 【建設コンサルタント登録部門】 

（１） 建設コンサルタントの登録をしている場合は、登録通知書等により該当部門に 

○印を記入してください。 

（２） ０２項番【受任者】欄に記載がある場合は、受任者が有している登録部門の範 

囲内で○印の中に△印を記入してください。 

 

 １０項番 【補償コンサルタント登録部門】 

補償コンサルタントの登録をしている場合は、登録通知書等により該当部門に○印を 

記入してください。 

 

 １１項番 【計量証明事業者登録部門】 

「技術資料」を希望する場合で、計量証明事業者登録をしている場合は、登録証によ 

り該当部門に○印を記入してください。 

 



１２項番 【直前決算等】 

（１） 「決算期間」欄は、直前１年の決算期間を記入します。 

（２） 「資本金」欄は、右詰め千円単位で基準日前日の振込済（登記済）資本金を記 

入してください。 

 

 【使用印鑑・実印】 

使用印鑑と実印を押印してください。 

 

 １３項番 【消費税に関する申出】 

消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に基づき、「課税業者」又は「免税業者」のい 

ずれかに○を記入してください。 

 

 １４項番 

猿払村の受付窓口で記入する欄ですので、申請者は記入する必要はありません。 



第 11 その他の様式について 

 

 １ 誓約書（様式 11） 

  暴力団員及び暴力団関係事業者でないことを表明するもので、代表者の記名押印のう

え、提出してください。また、誓約内容確認のため、他の官公署に照会を行う場合があ

りますのでご承諾ください。 

 

 ２ 年間委任状（様式 12） 

  入札や契約について、支店長等に年間を通じて委任する場合に必要です。委任者欄に

は法人の代表者の記名押印を、受任者欄に支店長等受任者の記名押印をしてください。 

 権限委任の項目については、法人の代表者が支店長等に委任する内容（入札、見積、

契約締結、代金請求・受領等）を記載してください。 

 

 ３ 法定保険加入状況一覧表（様式 13） 

  建設業等における労働環境等を改善するため、社会保険等の未加入者対策が進められ

ており、猿払村においても社会保険等（健康保険、厚生年金保険、雇用保険）のいずれ

か一つでも未加入があると申請することができません。（但し、適応除外措置の場合は

申請することができます。） 

  建設工事での申請の場合は、総合評定値通知書で確認しますので必要ありません。経

審で社会保険等の加入の有無が「無」の場合は、直近の社会保険料領収書（写）を添付

してください。 

 

４ 社会保険等適用除外申出書（様式 14） 

  健康保険、厚生年金保険、雇用保険の加入義務のない場合に提出してください。 

 

５ 競争入札参加資格変更審査申請書（様式 15） 

次のいずれかに該当するときは、資格の再審査の申請を行うことができます。 

（１） 競争入札参加資格を有する者の事業又は営業が相続、合併、譲渡、事業継承等

により移転されたとき。 

（２） 競争入札参加資格を有する協同組合等が、その構成員を変更したとき。 

 （３）競争入札参加資格変更審査申請書（様式 11）に合併契約書、総会議事録、商業登

記簿謄本及び許可登録の写し等の関係書類を添付し提出してください。 

※ なお、必要な関係書類については、猿払村建設課土木建築係（01635-2-3135）へ

ご確認の上、申請してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ６ 競争入札参加資格審査申請書変更届（様式 16） 

次のいずれかに該当するときは、申請内容の変更の届出をしなければなりません。 

（１） 商号又は名称に変更があったとき 

（２） 組織に変更があったとき（協同組合等にあっては構成員に変更があったとき） 

（３） 代表者に変更があったとき 

（４） 所在地に変更があったとき 

（５） 電話番号に変更があったとき 

（６） 使用印鑑に変更があったとき 

（７） 建設業の許可及びその他の登録等に関する事項に変更があったとき 

（なお、許可等の単純更新や、新たに経営事項審査結果通知を受けた場合など

は、変更届の提出は不要です。） 

（８） 道内の支店、営業所に関する事項に変更があったとき 

（９） その他、入札参加資格審査申請書付票の記載内容に変更があったとき 

その変更の事実を証する書類を添付して申請してください。 

なお、詳細については、猿払村建設課土木建築係（01635-2-3135）へ直接お問

い合せください。 
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廃業届

○
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※各提出機関に１部ずつ提出すること。

※添付書類は別に定めるほかは写しを添付すること。

※年間委任状については、本店の代表者(委任者)及び権限を委任された支店・営業所の代表者(受任者)

　が変更となった場合などは、改めて年間委任状を提出機関に提出してください。

資本金

許可番号 主たる営業所所在地の移転

許可の業種・区分
業種の追加・廃業
区分の変更（一般特定）

許可の更新

使用印鑑
個人の場合、印鑑証明書を添
付すること

道内技術者
技術者名簿は変更後の全員に
ついて記入

許可換え
許可行政庁の変更
知事大臣

所在地の変更（本店） 個人の場合、住民票又は営業
証明書を添付
郵便番号を併記所在地の変更

（道内支店・営業所）

電話番号（本店）

電話番号
（道内支店・営業所）

商号・名称

組　織
会社組織の変更
個人(有)(株)

代表者（本店） 職名を併記
△：委任行為がある場合、
　　提出してください。代表者

（道内支店・営業所）
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